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The case study on the operation method of the management by objectives in a certain 
public high school
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The purpose of this paper is to clarify the operative actual situation of the management by 
objectives in the teacher evaluation and to examine the way and a problem of the effective operation 
method through the analysis of the case study of certain public high school.

 As a result of investigation, the following things became clear.
In the case schools, the improvement of information sharing and common understanding as a 

major objective, the management by objectives is actively utilized.
As a specifi c method, early creation of the goal sheet, long time of interview time, increase the 

number of classroom observation, observation contents of the feedback, there is the group interview.
The following effects were obtained.
First, by the principal improve on a daily basis faculty and communication, recognition that the 

management by objectives can be a powerful tool for school improvement, some while to penetrate the 
faculty population.

In the second, in the group interviews, look at the goal sheet of other teachers, talking their 
own goals and practice and results, issues and concerns, by listening to the thoughts and ideas of other 
teachers, information sharing and common understanding but to promote, it is in a field of learning 
especially for young teachers.
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１．本稿の目的

　本稿の目的は，ある自治体の公立高等学校を対象と

した事例調査の分析を通して，教員評価における目標

管理の運用実態を明らかにし，その効果的な運用方法

のあり方と課題を検討することである。

　現在，ほぼ全ての都道府県・政令指定都市において，

全教員を対象とする教員評価制度（以下，「教員評価」）

が導入されている。自治体により，制度の内容や運用

方法等に差異は見られるものの，「教職員の資質能力

の向上」と「学校組織の活性化」をねらいとすること，

「自己申告による目標管理（以下，「目標管理」）」と「勤

務評価」から成ることは共通している。

　教員評価が導入される中，教員評価に関する理論・

実証研究も蓄積されてきている。教員評価の意義とし

て，教員の資質能力の向上，学校組織の活性化，学校

の教育力の向上，人事管理の適正化など教員評の意義

が指摘される（林 2006 など）一方で，教員評価の問

題・課題が指摘される。社会的・経済的・政治的な動

向や意図に対する警戒や批判，教育の論理や教職の特

性に適合しない教員評価システムの問題に対する疑問

や批判などである（勝野 2002 など）。また，教員評価

に関する実証研究も蓄積されてきている。それらを概

観すると，全体的には，教員評価に対する教員の否定
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的評価を示す研究が多い（浦野 2002，久富 2012，諏

訪 2010 など）。一方で，実践上の工夫やその効果につ

いての調査研究も報告されつつある（古賀 2008 など）。

　このように，評価の賛否がなされる教員評価に関し

て，筆者は，現実には現行制度のもとで教員評価にど

う取り組んでいけばよいのかという課題に直面してい

る学校現場の実情にもとづき，運用方法の工夫等によ

り，先行諸研究で指摘されている問題の現実化を防

ぎ，教員 ･教員集団・学校経営にとって意味のあるツー

ルとして活用する方策を見出すという基本的立場をと

る。

　そこで，本稿では，各学校において運用上の裁量が

一定程度認められている目標管理に着目し，実際にど

のような形で運用されているかを明らかにするととも

に，教員・教員集団・学校経営にとって意味のあるツー

ルとして活用するために，どのような課題が見出され，

いかなる方策が必要となるのか検討する。

２．目標管理の課題・問題と克服の視
点

　本稿で焦点を当てる目標管理に関しては，先行諸研

究において様々な課題が指摘されている。それらは，

以下の 3 種の課題である。

　1 点目に，このような構造は，各教員の目標の上位

目標への統合強化という形を通して，管理職と教員の

関係を垂直的関係に導く可能性を内包している。たと

えば，中田（2002）は，学校経営方針が職員会議など

での合意ではなく，校長が決定するものとされている

状況下での自己申告制においては，目標設定における

教員の自主性・自律性が制約されており，そこでの教

員の位置づけは，「組織目標を細分化して割り当てら

れる構成員であって，学校は自律性・専門性をもった

主体としての教師の集合体ではない（p.185）」と，指

摘している。また，酒井（2002）も，あらかじめ提示

された教育の目標を踏まえて，教員個々人が自己の取

り組むべき教育活動の方向や内容を設定し，その目標

の達成度によって業績が評価されるというような人事

管理においては，教師が，「一見さまざまな課題を抱

えている今日の学校教育に対して，能動的，主体的に

かかわっていく存在であることが期待されているかの

ように見えるが，実際には，あらかじめ設定された

教育目標の忠実かつ有能な推進者として位置づけら

れている点において極めて他律的な存在となっている

（p.183）」問題性を指摘している。そして，より大局

的な視点からみた場合，小野（2007）は，学校評価や

教員評価の政策形成の推移から，全国学力調査と連結

された学校・教員評価政策により，評価の内容・項目

の設定を国家が握ることにより，財政措置等を通じ，

学校や教員を統制可能になる危険性があると指摘して

いる。

　2 点目に，現行の管理職と教員の個々の関係性の中

で進める型の目標管理の採用については，そもそも，

教員の職務特質に整合していないとの指摘もなされて

いる。高谷（2005）は，現在の教員評価に採用されて

いる目標管理のタイプは，先行研究において製造部門

のような定型的業務が多くマニュアルや上司の指示に

従って進める仕事の多い職務特質に適合するタイプと

して整理されているものであることを指摘している。

そのうえで，髙谷（2008）は，教員の職務特質に適合

する目標管理のタイプは，上司と部下の 1 対 1 の関係

ではなく，担当するメンバー間での話し合いの機会を

つくる仕組みをもった，メンバー間で共有される目標

をテーマにしたコミュニケーション促進のツールとし

て用いられるタイプではないかとの提案をおこなっ

ている。また，髙谷（2011）は，現行の管理職と 1 対

1 の関係で進められる目標管理のもとでは，管理職と

個々の教員の間の個別独立した関係性のみが強化され

ていく形で機能し，個業化が促進される力学が働きや

すい可能性も指摘している。

　3 点目に，現行の目標管理の基盤にある論理には，

必ずしも教師の成長に関する研究知見と整合している

とはいえない側面がある。教員の職能成長という側面

からみた場合，勝野（2009）は，「教育実践の質を高

めるのに役立つのは，明確な最終目標を設定すること

ではなく，実践過程を批判的に検討することのできる

専門性であろう（p.30）」とし，「この専門性自体が教

師の個人的な知識や経験によって獲得されるというよ

りも，教師集団の事実に即した学びあいによって研ぎ

澄まされ，深められていくものである（p.30）」と指

摘している。個々の教員の力量が，管理職とのコミュ

ニケーションとフィードバックによる個々人の自主的

な PDCA サイクルの定着によって向上するという職

能向上観は，一面的なものであり，教師の成長にみら

れる特質と整合していない。特に，教師の成長にとっ

ては，「省察」の重要性が明らかにされてきている。

いかに専門家学習集団としての校内組織集団・教員集

団を構築していくかが重要視されていることを考える

と，むしろ管理職と個々の教員との間の営みに限定さ

れる目標管理を採用することの必然性・妥当性を見出

すことは困難である。

　これらの課題を克服するための視点として，教員の

自律性を制限する形ではなく，専門家集団としての教

員の職能成長の機会を保障する形で目標管理を運用し
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ていくためには，日常的な職務における集団の営みに

いかに目標管理の取り組みも位置づけていくか，また，

意図的に教員間の協働化が促進されるような工夫を凝

らして運用していくことが不可欠であると考えられ

る。すなわち，目標管理が教員の職務意欲や成長・発

達，教員の相互支援関係を促進させ得るツールとして

機能するための条件解明と実践事例の蓄積が求められ

ているといえる。

　そこで，そのような目標管理の運用方法をどのよう

に実現していくかをデータにもとづき検討するため，

ある公立高等学校の実践事例に着目する。

３．Ａ県における新しい教員評価の概
要と特徴

　調査対象とする A 県では，平成 18 年度に全ての学

校に「新しい教職員の評価システム」が導入された。

その後，継続的に評価システムの実施状況を検証し，

課題の整理がなされ，平成 23 年度には，評価システ

ムの研究委員会が設置された。その場において，教職

員の資質能力の向上と学校組織の活性化を図り，教育

の充実に資するという評価システムの目的を継承しな

がらも，可能な限りの簡素化を図り，より育成につな

がるシステムとなるよう協議が重ねられてきた。そこ

での検討結果を踏まえた「教職員の育成・評価システ

ム」が，新しく平成 24 年度より実施されることとなっ

た。

　平成 24 年度からの A 県の教員評価は，目標管理と

勤務評価を二つの柱として構成されている。年間の流

れは，次の通りである。教員は，4 月中旬から自己目

標シートを提出し，自己目標の申告を行う。その後，

管理職との間で当初面談が実施され，教員は自己目標

の決定と勤務評価基準の確認を行う。8 月から 9 月に

かけて，達成状況の自己申告を行い，管理職との間で

中間面談が実施される。年度末にかけて，1 月～ 2 月

に自己評価結果を提出する。管理職は 2 月 1 日を評価

基準日として各教員の勤務評価を行う。その後，2 月

から 3 月にかけて，最終面談が実施され，教員の自己

目標に関する取り組みのまとめと，管理職による勤務

評価結果の通知および指導助言がなされる。

　A 県の教員評価において，管理職が行う勤務評価の

評価要素は，「能力・意欲」と「目標管理の成果」となっ

ている。つまり，目標管理は，勤務評価の評価要素の

中に位置づいており，その対象は，職務全般の成果で

はなく，各教員が自己申告した目標に関する職務の成

果に限定されている。

　以上の A 県の教員評価の年間スケジュールや勤務

評価との関係については，他の自治体とほぼ同じであ

る。その一方で，目標管理の改善・充実に重点を置い

た A 県の目標管理は，当初目標の申告時に，「現状」

と「（目標が）達成された姿「具体的な手立て」を対

比させて記入する様式が採用されている点と，各教員

が作成した「自己目標シート」について，その写しを

回覧するなどして，学校内で共有することが推奨され

ている点で，特徴的である。特に，各教員の自己申告

の内容を校内で回覧したり共有したりすることが運用

上推奨されている点は，教員評価のもとでの目標管理

の取り組みを各教員個別の営みとするのではなく，情

報や問題意識の共有と目標の達成に向けた協働的な取

り組みとする志向性が確認される意味で，他の自治体

と異なり特徴的であるといえる。

４．研究の方法

　本稿では，上記の研究課題に迫るために，A 県公立

B 高等学校（以下，「B 高校」）における当初面談及び

最終面談後のインタビュー調査と教科・分掌フォロー

会（中間面談）の参与観察という質的調査法を採用し

た。以下に調査の概要を示す。

（1）調査対象校の選定理由と学校の概要

　B 高校を調査対象校とした理由は，C 校長と筆者と

の間に長年にわたる仕事上のつながりがあり相当程度

のラポールが形成されていることと，C 校長が大学院・

教頭・教育行政での経験を踏まえ目標管理を学校改善

に活かそうとする明確な意思を持ち，実践しているこ

とである。なお，B 高校の概要は以下の通りである。

　普通科と理数系学科を有する A 県西部の伝統的進

学校であり，教職員数約 90 名，生徒数約 800 名であ

る（2013 年 4 月）。近年では，A 県高等学校通学区域

の拡大が影響し進学実績がやや低迷していることも

あり，「A 県にある国立大学への合格者数にこだわる」

をスローガンに掲げ，生徒の個性を伸長し自己実現を

図ること等を学校の使命に設定している。

（2）調査対象者の概要と実施時期・時間

　調査対象者は，校長，教頭，主幹教諭，教諭 4 名の

計 7 名であった。教諭については，年齢・性別・分掌

等の多様性と目標管理に対する考え方の多様性を考慮

して選定してもらうよう C 校長に依頼した。調査協

力者に対して，調査目的及びプライバシー保護等の倫

理的配慮について説明し，承諾を得た。調査対象者の

概要と調査実施時期・時間は表 1 に示した通りである。

なお C 校長のみ略歴を示しておく。C 校長は，大学

卒業後，中学校と高校の教員（数学）を計 25 年，盲

学校と高校の教頭を計 5 年，A 県教育委員会を 2 年経



表 1 調査対象者の概要と実施時期・時間

対象者 性別 年齢

当初面談後インタビュー

調査

最終面談後インタビュー

調査

実施時期 時間（分） 実施時期 時間（分）

C校長 男 50 代

2013 年

7 月中旬～

下旬

45 分

2014 年

2 月下旬

35 分

D 教頭 男 50 代 40 分 35 分

E主幹教諭 男 50 代 40 分 35 分

F 教諭 男 50 代 30 分 40 分

G 教諭 女 40 代 30 分 30 分

H 教諭 女 30 代 30 分 30 分

I 教諭 男 20 代 40 分 30 分

注：プライバシー保護の観点から，担当教科・分掌，インタビュー実施日等

の詳細な情報は割愛した。
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験し，2013 年度より B 高校の校長となった。その間，

国立大学大学院にて学校組織マネジメントを研究した

経験を持つ。  

（3）調査方法・内容

　本調査は，事例校における校長，教頭，教員の目標

管理に対する考えや運用方法を具体的に検討するため

に，質的調査法を採用した。調査方法・内容は以下の

通りである。

１）当初面談後のインタビュー

　当初面談後の 7 月中旬～下旬，半構造化法により実

施した。全協力者より音声録音の許可を得た。

２）最終面談後のインタビュー

　最終面談後の 2 月下旬，半構造化法により実施した。

全協力者より音声録音の許可を得た。

３）教科・分掌フォロー会の参観

　2013 年 8 月下旬に教科フォロー会（5 教科），同年

10 月中旬に分掌フォロー会（1 分掌）を参観した。

　以下では，インタビュー調査によって得られたデー

タをもとに，分析を進める。

５．分析の結果

　本稿では，目標管理の効果的な運用方法のあり方と

課題を検討するために，学校経営や目標管理に関する

9 つの項目に対する校長の考えや実践とそれに対する

教員の考えや実践に焦点を当てて，インタビューにお

いて語られた内容（表 2）について分析・考察する。

（1）教員集団

１）校長の考えや実践

　B 高校の教員集団の特徴として，C 校長は，組織と

しての動きになっていない，学校経営目標の実現に向

けてのベクトルが必ずしも一致していないとの課題認

識を持っている。具体例を挙げると，分掌（課）間の

連携が不足しているため，例えば，職員会議において，

ある課から出された議題に関して他課の教員との間で

議論が紛糾するケースがある。課内及び課間での事前

の情報共有や共通理解がほとんどなされていないこと

に起因し，時間的・心理的ロスが多いといった問題が

生じる。

２）教員の考えや実践

　D 教頭をはじめ 5 名の教員の語りからもこの認識は

妥当と言える。この背景として，前任の校長のスタイ

ルがトップダウン形式であり，教員集団内の情報共有

や共通理解，校長と教員との関係性にあまり配慮がな

されていなかったことが挙げられる。一方で，B 高校

は，比較的規模の大きい高校であるため，D 教頭や E
主幹教諭以外の教員にとっては，学校全体を総合的に

評価することは難しく，おのずと，自身が所属する学

年集団についての語りが多くなる。所属する学年集団

においては，比較的コミュニケーションがうまくいっ

ていると捉えている。

（2）学校経営（校長のリーダーシップを含む）

１）校長の考えや実践

　C 校長は，組織としての教員集団のあり方を変革す

るために，情報共有と共通理解の促進に注力する。そ

のための仕掛けとして，C 校長は，管理職，主幹教諭，

課長から構成される課長連絡会の定期開催（週 1 回）

を導入した。そこでは，各課の活動内容（ねらいや意

図を含め）等の情報が共有され，課長は課長連絡会の

内容を課会で課員に報告・説明する。課長連絡会が機

能することで，職員会議が，本質的な議論が交わされ

る場となりつつある。同時に，C 校長は，ミドルリー

ダーの育成を通して教員集団の組織コミットメントを

向上させることを企図している。また，C 校長は，教

員全員に「育てたい生徒像」を意識・自覚させるために，

職員会議において繰り返し発言する。同時に，課長や

教科主任には，配布資料にもとづき，課や教科の年間

目標や計画を説明させている。さらに，日常的な営み

として，C 校長は，教員との風通しをよくするために，

コミュニケーション（難しい話，他愛ない話）を積極

的に図ることを重視している。

２）教員の考えや実践

　C 校長の学校経営やリーダーシップに対して，肯定

的な考えを持つ教員は多い。特に，生徒を育てるとい

うことを明確な目標として掲げていること，教員の意

欲や成長に関心を持ち日常的に教員と関わりを持とう

と努めていることについてである，また，教員集団の

とりまとめが期待される E 主幹教諭は，課長連絡会に

より横のつながりができつつあることを特に肯定的に

捉えている。一方で，F 教諭は，C 校長の取り組みを，

形式主義によって多忙化と管理化が進むと否定的に捉

えている。着任初年度から学校組織・経営改革に取り

組む C 校長に対する否定的な見方をする教員が他に
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も存在することも事実である。

（3）目標管理（全体的に）

１）校長の考えや実践

　C 校長は，目標管理の目標は，学校は校長個人のも

のでなく，生徒，地域の人，教職員の学校であるとい

うことを前提とする方向を一つにすることにあると捉

える。その時，組織の成長を促すツールとして学校評

価を，個人の成長を促すツールとして目標管理を捉え

ている。この基本姿勢のもと，着任初年度より，B 高

校における新しい目標管理の運用方法を提案し，実践

していくのである。

２）教員の考えや実践

　数年にわたり目標管理を実践してきている教員では

あるが，目標を設定して年間を通して継続的に実践す

ることの意義など肯定的な捉え方をしている面がある

一方で，全体的な捉え方は否定的なものであり，よく

分からないというものである。特に数値化が求められ

る現行の制度においては，所属分掌（及び主任等の位

置づけ）や教科により，やりやすさとやりにくさが混

在していると感じている。書き方がわからないという

技術的な側面とあわせて，そもそも制度が持つ意味や

意義が理解されていない，実感されていないという面

が強い。

（4）目標シートの作成

１）校長の考えや実践

　C 校長は，目標管理の大きなねらいである組織の活

性化を実現させるために，学校経営計画に関係する目

標を重点的・具体的に書くよう教員に求める。そして，

目標達成の程度や状況が明確になるよう，数値目標を

盛り込むように指導する。

２）教員の考えや実践

　教員は，これまで以上に重点化・具体化・数値化が

求められることに戸惑いと疑問を感じつつ，対応しよ

うとしている。しかし，分掌や教科の目標や経営計画

が十分に練られていない段階，クラスの生徒の実態を

十分に把握していない段階，何よりも新年度の多忙な

時期での目標シートの作成に困惑しており，「とりあ

えず出す」という形式的な側面も見られる。また，目

標設定にあたって，同僚等に相談する教員はほとんど

いないが，G 教諭や I 教諭のように，同学年の先輩や

管理職に相談し，アドバイスをもらう教員もいる。

（5）当初面談

１）校長の考えや実践

　C 校長は，目標管理について理解してもらい，目標

シートの書き方ややり方を教えるとともに，十分な

情報交換の時間を確保するために，一般的に，10 分

～ 20 分程度の面談時間が多い中，原則 1 時間（45 分）

かける。また，学校組織（学校・学年・教科・分掌）

の中で考えた時の目標や具体的取り組みを意識的に尋

ね，自身の考えを伝える重要な場として位置づけてい

る。さらに，3 名の管理職で行う面談において，最終

評価時を見越して，目標や困難度が適切かどうかの質

問が徐々にできるようになるなど，副校長や教頭自身

が目標管理について理解を深める場として捉えてい

る。

２）教員の考えや実践

　教員にとっても，当初面談は管理職と直接話ができ

る貴重な場であるとの認識がある。E 主幹教諭は，例

えば，学校経営計画に対する校長の考えと自身の考え

や方向性が一致しているか確認する場と捉えている。

他の教員の場合，例えば，I 教諭は，自身の意見を聞

いてもらった上で管理職の考えを聞かせてもらうこと

や有益なアドバイスをもらうことができている。また，

H 教諭の場合，自身の取り組みの方向性に対して支持

し，年代を踏まえた新しい役割に対する期待をかけて

くれていると感じている。一方で，3 名の教員の言葉

にあるように，長い面談時間であるがゆえに，自身が

説明することが多くなり，質問及び回答というやり取

りが詰問のように感じる時もあり，また，本来受け取

りたくない言葉を受け取る場面が出てくることなどの

課題もある。

（6）授業観察

１）校長の考えや実践

　C 校長は，教員が自分の弱点を見つめ，変えていく

一つのきっかけを提供するために，意識的に学校を巡

回し，授業を観察するよう心がけている。その時，5
つの観点（学力の 3 要素：思考力・判断力・表現力，

学習意欲，基本的授業スタイル）を持って授業を観察

し，原則として授業直後，少なくともその日のうちに

授業者に対して感想やアドバイスを話すようにしてい

る。

２）教員の考えや実践

　校長をはじめ管理職がよく授業を見てくれ，授業後

に，その場や職員室にて直接口頭で，付箋紙で，メー

ルで感想やアドバイスを提供してくれていると肯定的

に捉えられている。一方で，教科によっては観察が少

ない，もっと具体的なアドバイスがほしい，といった

不満や今後の期待もある。ベテランの F 教諭において

は，授業観察がなされたという印象が薄く，感想やア

ドバイスをもらっていないと捉えている。また，E 主

幹教諭は，授業観察を受ける教員というよりも，授業

改善のために，気になる教員の授業を観察し，気づい

たことなどを直接話している。
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（7）中間面談（フォロー会）

１）校長の考えや実践

　C 校長は，教員同士の情報共有や共通理解，学び合

いを促すために，教科や分掌という組織が成長するた

めに，同教科・分掌でのグループ面談を実施してい

る。これは，C校長が教頭時代に仕えた校長が分掌フォ

ロー会を実施していたことを参考に取り入れたもので

あり，独自の考えとして，教科フォロー会も付加して

いる。この時，参加者は配布されたお互いの目標シー

トを見ながら会に臨む。ただ，実際に実施してみて，

若手教員にとっての学習効果を感じる一方で，参加者

にとって会の意義があまり理解されず，意見交換が低

調に終わるケースが多いと感じている。その要因の一

つに，司会者である主任や課長に対する事前の説明不

足があると捉えている。

２）教員の考えや実践

　分掌フォロー会より教科フォロー会の意義を感じて

いる教員が多い。G 教諭は，通常の教科会ではあまり

深い話ができないが，教科フォロー会では，他の学年

の様子を知ることができ，自身の実践に活かすことが

できるアイデアが得られると感じている。また，I 教
諭は，教科フォロー会において，先輩教員の様々な意

見や具体的な授業方法を知ることができる一方で，自

分でも新たに取り組んでみたいことを積極的に発言

し，自信を深めたと感じている。しかし一方で，F 教

諭のように全く意味を感じないケースもある。また，

ベテラン教員でさえもなかなか自由な発言ができない

雰囲気の中若手教員が発言するのが難しさ，長時間（60
分～ 90 分）にわたる会と勤務時間との兼ね合いの難

しさ，分掌フォロー会の意味，他の教員の目標シート

を見ることに対する忌避感情などの課題を感じている

教員も少なくない。

（8）最終面談

１）校長の考えや実践

　C 校長は，設定した目標の達成状況，取り組みのプ

ロセス，今後の課題に集中して面談を行いたいという

考えから，目標管理と管理職評価とを分けて，最終面

談を 2 回行うことにしている。その場では，個々の教

員が生徒の課題をどのように捉えているのかを知り，

個々の教員の教育観を知るために，全ての教員に対し

て，「B 高校の生徒を 3 年間でどのように育てたいか」

を尋ねるようにしている。また，やってきたことをしっ

かりと認め，具体的なアドバイスを提供するよう心が

けている。

２）教員の考えや実践

　やってきたことをしっかりと見てくれている，認め

てくれているということが分かる面談になっている

（E 教諭），生徒を育てていく上で自分はこうしたいと

いう話を管理職とできる（H 教諭），担当分掌の課題

について副校長から具体的なアドバイスをもらう（I
教諭）といった語りに見られるように，意義や効果が

感じられる面談になっている。一方で，教員の「ここ

を頑張っている」と管理職からの「ここを頑張ってほ

しい」がかみ合わないことがある（D 教頭），達成状

況を説明することに終始し，設定した目標が最終的に

自分の目標と言い切れるほどの自信がなく達成感が低

い（G 教諭）といった語りは，全ての教員にとって意

義や効果が得られるのが難しいことを示唆する。

（9）今後の課題や改善方策

１）校長の考えや実践

　C 校長は，着任初年度にもかかわらず挑戦的に取り

組んだ目標管理の実践について，自身が理想とする姿

と現実とのズレを踏まえて，目標シートを使って自分

たちの資質能力を向上させるという理念の理解と書き

方の徹底を図るために，その時々のコツコツとした地

道な説明を続けることが重要であると認識している。

また，B 高校独自の実践であるフォロー会については，

特に教科主任や課長に対する事前説明（あるいはそれ

以前の副校長や教頭との会のイメージの共有）や会を

活性化させるための工夫を行っていくことの必要性を

強調している。

２）教員の考えや実践

　教頭や教員からは，次のような課題や改善方策が指

摘されている。

D 教頭

・面談時における 3 名の管理職の役割分担と時間配分

を明確にする必要がある。

・最終面談を効果的に行うためにも，目標，書き方，

難易度などについて当初面談でしっかり確認しておく

ことが重要である。

E 主幹教諭

・フォロー会をもう少し早い時期に，かつ集中して実

施する必要がある（今年は 8 月から 1 月までかかって

いる）。

F 教諭

・目標や取り組むことをたくさん書ける人は，達成で

きてもできなくても，これをやったということで評価

されるシステムになっている。しかし，実際に生徒を

伸ばせているか疑わしい。弊害である。

G 教諭

・フォロー会については，（前任校で実施していた）

教科や分掌が異なる教員によるグループ面談の方が，

全く違う立場や視点で意見交換ができる。

・4 月の目標シートの提出は，年度当初の多忙な時期
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であり，やっつけ仕事の感じになる。5 月頃の提出で

よいのではないか。

H 教諭

・芸術系教科と家庭科を一緒に行う教科フォロー会の

運営は難しいのではないか。

I 教諭

・よりアットホームな雰囲気の中で面談を行うことで，

本来見えてこなかった部分が見えて，意欲の向上につ

ながる。

・面談時間が長いこと，勤務時間外にかかることの弊

害もあると感じる。

・評価のされた方や視点を教員が理解できるような説

明があると現実的な目標が設定されやすい。

　以上，目標シート作成の内容・時期・方法，フォロー

会の運営，当初・最終面談の運営に関わる指摘が様々

になされている。

６．まとめと今後の課題

　B 高校における目標管理の運用方法の特徴・成果・

課題をまとめ，今後求められる運用上の工夫や改善方

策等について検討する。

　まず，B 高校における目標管理の運用方法の特徴は，

情報共有と共通理解の向上を大きな目的として目標管

理が積極的に実践されていることである。C 校長は，

B 高校の教員集団が組織としての動きになっていない

という課題認識から，情報共有と共通理解を高める手

立てを講じた。特に，課長連絡会の導入は，これまで

以上に横のつながりをつけるために効果を発揮した。

そして，目標管理を活かして，組織としての教員集団

や教員という意識改革を促そうとした。着任初年度で

あるにもかかわらず（様子見をするということでは

なく），前年度とは大きく異なる方法を導入した。目

標シートの早期作成（4 月中），面談時間の長時間化，

授業観察の頻度の向上とフィードバックの徹底，分掌・

教科の集団面談（フォロー会）の採用である。

　C 校長が導入した目標管理の運用方法によって得ら

れた効果は大きくは次のように整理することができ

る。

　第一に，目標管理が形式的・儀礼的なものでなく，

学校経営改革のための有力なツールとして運用される

ものであるという認識が，徐々にではあるが，教員集

団に浸透し始めたことである。第二に，管理職が日常

的に教員とコミュニケーションを図ることが，目標設

定や当初・最終面談と有機的に関連付けられることに

より（管理職と教員との日常的な営みと目標管理の営

みが別個のものではないという意味），教員の理解と

納得が徐々にではあるが得られ始めたことである。第

三に，フォロー会において，他の教員の目標シートを

見て，自身の目標・実践・成果・課題・悩みを話して，

他の教員の思いや考えを聞くことによって，情報共有

と共通理解が進み始め，特に若手教員にとっては学び

の場になったことである。

　一方で，次に示すような課題も明らかになった。第

一に，教員のみならず，管理職にとっても始めての試

みであるにも関わらず，関係者間の事前の説明や打合

せ等が十分にできなかったことである。第二に，面談

やフォロー会における時間的・心理的負担が増加した

ことによって多忙感と否定的な見解を持つ教員も一定

数存在したことである。第三に，目玉として導入した

フォロー会の営みにおいて，年功序列的な関係性や雰

囲気を取り除くことができず，必ずしも活性化した会

となり得なかったことである。

　最後に，B 高校において今後求められる運用上の工

夫や改善方策等については，前節で管理職や教員から

示された様々な側面や内容の一つ一つを管理職だけで

なく課長連絡会等で詳細に検討し，優先性や重要性を

考慮した上で，修正・変更可能なものから徐々に取り

組んでいくというスタンスが必要であろう。その前提

として，C 校長が語っているように，校長は，全教員

に対してその時々に目標管理の意義やねらいについて

説明し続け，さらに理解を促進させることが重要とな

るであろう。

　本研究の今後の課題は，第一に，本事例調査データ

と別途実施している A 県の教員を対象に実施した質

問紙調査データ及び A 県の公立中学校を対象に実施

した事例調査データとを合わせた多面的分析と考察を

進めること，第二に，管理職アンケート等により目標

管理の運用に独自の工夫を行っている個別学校の情報

を収集し，事例調査を積み重ねることである。
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